
「令和５年度福井県ＳＤＧｓ債発行に係る外部評価業務委託」 

に係る企画提案書の募集について 

 

  

１ 業務概要 

（１） 委託業務名 

令和５年度福井県ＳＤＧｓ債発行に係る外部評価業務委託 

（２） 事業目的および業務内容 

    別紙「令和５年度福井県ＳＤＧｓ債発行に係る外部評価業務委託仕様書」（以下仕様

書という。）のとおりとする。 

（３） 委託契約期間 

    契約日から令和６年３月３１日まで 

（４） 委託契約金額の上限 

    ９９０，０００円（消費税及び地方消費税の額を含む） 

    ※環境省からの補助金控除前の金額 

 

２ プロポーザル参加資格に関する要件 

 この企画提案に参加できるものは次の要件のすべてを満たしているものとする。 

（１）  地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 に規定する者でないこと 

（２）  参加資格認定の日において、現に福井県の指名停止措置を受けている者でないこと 

（３）  参加資格認定の日において、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による

更生手続開始の申立て、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手

続開始の申立てまたは破産法（平成 16年法律第 75 号）の規定による破産手続開始の

申立てが行われている者でないこと 

（４）  福井県のすべての県税ならびに消費税および地方消費税において未納がないもの

であること 

（５）  次の①から⑤までのいずれにも該当しない者であること 

①役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員またはそ

の支店もしくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が

暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第

77 号）第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者 

     ②暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 号に規定

する暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与している

者 

     ③役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている者 

     ④役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供



与するなど直接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与し

ている者 

     ⑤役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 

 

３ 企画提案参加申込について 

 企画提案への参加を希望する場合は、必要書類について、次のとおり提出すること。 

（１）提出期限 令和５年３月１７日（金）１７時必着 

（２）提出書類 ①企画提案参加申込書（別紙様式１） 

        ②企画提案参加資格誓約書（別紙様式１－２） 

        ③企画提案参加事業者の会社概要、事業内容等が分かる書類（様式任意） 

        ④県税事務所または嶺南振興局が発行する県税に滞納がない旨の証明書 

（３）提出先  〒910-8580 福井市大手 3 丁目 17-1 

福井県総務部財政課（担当：橋本、前田） 

        mail：zaisei@pref.fukui.lg.jp 

（４）提出方法 電子データ（PDF 形式）とする。 

 

 

４ 企画提案書の提出 

 企画提案への参加を申し込んだ事業者は、次のとおり企画提案書を提出すること。 

（１）企画提案書等 

    ア 企画提案書 

      ・Ａ４横、本文１０ページ以内（表紙、目次、ディスクレーマーは除く） 

      ・記載事項については、「（別記１）企画提案書の記載項目」のとおりとする。 

イ 見積書 

      ・環境省の補助金控除前の金額で、「１（４）委託契約金額の上限」に掲げる上

限の範囲内で作成することとし、経費を積算した内訳を示すこと。 

（２）提出期限 

    令和５年３月２４日（金）１７時必着 

（３）提出先  〒910-8580 福井市大手 3 丁目 17-1 

福井県総務部財政課（担当：橋本、前田） 

        mail：zaisei@pref.fukui.lg.jp 

（４）提出方法 電子データ（PDF 形式）とする。 

 

    

 

 



５ 質問および回答 

 質問がある場合は、令和５年３月１４日（火）までに、所定の質問書（別紙様式２）に質

問の要旨を簡潔に記入し、福井県総務部財政課宛に電子メールで送信すること。 

 メールのタイトルは「令和５年度福井県ＳＤＧｓ債発行に係る外部評価業務委託質問書（事

業者名）」とすること。 

＜電子メールアドレス＞ zaisei@pref.fukui.lg.jp 

回答は、令和５年３月１６日（木）までに電子メールにより行う。 

ただし、軽微な質問については、口頭により回答する場合がある。 

 

 

６ 委託業者選定方法 

  公募型プロポーザル方式とする。 

プロポーザル申込みがあった事業者から提出された企画提案書及びプレゼンテーション

の内容を福井県総務部財政課において審査し、総合的に最も優れた提案をした事業者を委

託候補者として選定する。 

  また、参加者が１者だった場合には、総合的に評価して契約候補者としての適否を判断

する。 

７ 審査方法 

  「（別記２）評価基準」に基づき、財政課職員が総合的な審査を行い、評価結果の高い事

業者から順に契約交渉順位を定める。 

  審査結果は、参加者に対して電子メールにより通知する。 

プレゼンテーション審査 

    ア 日時  

令和５年３月２８日（火）を予定 

    イ 実施方法 

     オンライン（Webex または Zoom を活用）により実施する。 

説明時間は１５分以内とし、説明終了後に質疑応答時間を設ける。 

 

 

８ 契約の方法等 

（１） 審査により選定された委託候補者は、外部評価業務の実施について県と調整を行い、環境

省の補助金「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金」又は「地域環境保全対策費補助金

の申請を行うこととする。  

（２） 補助金の交付決定後、県と協議の上、改めて見積書を提出し、契約内容が合意に至った

場合は随意契約により契約を締結する。なお、補助金の交付が決定した場合は、外部評価

業務に係る積算金額から補助金額を控除した金額を契約金額とする。  

（３） 補助金の交付が受けられなかった場合は、その理由について速やかに県に報告した上で、 



改めて県と協議する。県と協議が整った後、改めて見積書を提出し、契約内容が合意に至

った場合は随意契約により契約を締結する。 

（４） 委託契約にあたっては、選定された企画提案内容を直ちに契約内容とするものでは

なく、最優秀企画提案者と提案内容に沿って協議・調整を行ったうえで、双方が合意

に至った場合に契約を締結する。 

（５） 最優秀企画提案者が正当な理由なく契約を締結しないとき又は協議が整わないとき

は、その選定を取り消すとともに、次順位の者と契約を締結するものとする。 

 

 

９ その他 

（１） この公募型企画提案の参加に必要な経費は参加申込者の負担とする。 

（２） 提出書類の取扱いは、以下のとおりとする。 

 ①提出期限後の提出書類の差し替え又は再提出は認めない。 

 ②提出書類をこの公募型企画提案以外の目的で使用せず、また当該参加者に無断で

公表しません。 

（３）次に掲げる提案は無効とする。 

 ①企画提案書に虚偽の記載があるもの 

    ②所定の日時、場所に提示しなかったもの 

    ③その他、本要領に示す条件、指示事項に違反したもの 

（４）応募した企画案が採用された場合、その一切の著作権は福井県に帰属することとする。 

 

 

１０ お問い合わせ先 

 福井県総務部財政課（担当：橋本、前田） 

 〒910－8580 福井県福井市大手３丁目１７－１ 

 電話：0776-20-0233 

メールアドレス：zaisei@pref.fukui.lg.jp 

  

  



（別記１） 

 

企画提案書の記載項目 

 

 

以下の項目について、具体的に記載すること。 

 

１ 本業務の実施体制 

  責任者、各業務の担当者等の構成、人数、業務従事予定者の略歴（資格、本業務に関す

るこれまでの経験等） 

 

２ 業務取組み方針および内容・方法 

  ・業務全体に関する基本的な取組み方針 

  ・フレームワークの評価方法および評価の考え方  

・本業務を実施するに当たっての貴社の特色および優位性 

  

３ スケジュール 

  成果物の納品時期を７月末と仮定した場合の業務実施スケジュール（環境省の補助金の活用

を前提とする） 

 

４ 業務実績の有無 

  令和３年４月１日以後の日本国内におけるＳＤＧｓ債発行に係る外部評価業務実績（環境省

の補助金の活用の有無についても記載すること） 

 

５ その他参考となる情報 

 

   

  



（別記２） 

 

評価基準 

 

 

評価項目 評価内容 配点 

業務の実施体制 円滑かつ安定的に業務を遂行できる体制となっているか。 20 

業務取組み方針およ

び内容・方法 

・業務の目的を十分に理解し、基本方針が適切に示されて

いるか。 

・評価方法および評価の考え方が、ＩＣＭＡが定めるグリ

ーンボンド原則等に準拠し、投資家から適切に評価され信

頼を得られるものとなっているか。 

40 

スケジュール スケジュールは実現可能なものとなっているか。 10 

業務実績 業務を確実に遂行できる実績を有しているか。 10 

費用 
仕様書に基づき、必要な費用が適切な金額に設定されてい

るか。 
20 

計 100 

 

 


